
 

 

平成20年度雇用失業統計研究会（第２回） 

 

会 議 次 第 

 

１ 日  時  平成21年１月16日（金）10：00～12：00 

 

２ 場  所  総務省統計局３階第１会議室 

 

３ 議  題 （１）最近の雇用情勢について 

（２）労働力調査結果速報の編集改訂について 

（３）労働力調査における雇用契約期間の把握について 

（４）その他 

 

４ 配布資料 

資料１－１ 平成 19 年就業構造基本調査 結果の概要 

資料１－２ 労働力調査（速報）―平成 20 年 11 月分 

資料１－３ 労働力調査の結果を見る際のポイント 

資料２   労働力調査結果速報の編集改訂について 

資料３   雇用契約期間の把握に関するアンケート結果の概要 

資料４   労働力調査における産業分類の改定について 

 

参考    調査結果利活用分科会要旨 
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平成 19 年就業構造基本調査 結果の概要 
（平成 20 年７月３日公表） 

１ 就業状態（有業者，無業者） 

○ 有業者は 96 万８千人増加，うち女性が 82 万７千人増加 

○ 有業率（15 歳以上人口に占める有業者の割合）は 0.3 ポイントの微増 

 

有業者数，無業者数及び有業率の推移－昭和 57 年～平成 19 年 
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＜男女，年齢別有業率＞ 

○ 有業率は男性が低下，女性は上昇 

○ 男性の「60～64 歳」で，7.2 ポイント上昇 

    女性の「25～29 歳」，「30～34 歳」で，4.8 ポイント，6.7 ポイント上昇 

 

男女，年齢階級別有業率－平成 14 年，19 年 

（％，ポイント）
男女 男 女

年齢 平成19年 平成14年 増減 平成19年 平成14年 増減

総数 71.6 72.0 -0.4 48.8 47.9 0.9

  15～19歳 16.5 16.7 -0.2 17.3 17.3 0.0

  20～24 66.4 65.2 1.2 68.4 67.1 1.3

  25～29 89.8 89.7 0.1 73.5 68.7 4.8

  30～34 93.4 92.9 0.5 63.5 56.8 6.7

  35～39 94.4 94.4 0.0 64.6 61.1 3.5

  40～44 94.6 94.7 -0.1 71.1 69.4 1.7

  45～49 94.5 93.9 0.6 74.6 71.5 3.1

  50～54 93.2 92.6 0.6 70.9 67.0 3.9

  55～59 90.4 89.2 1.2 61.5 58.3 3.2

  60～64 73.0 65.8 7.2 43.5 39.5 4.0

  65～69 50.0 48.8 1.2 28.1 25.8 2.3

  70～74 33.4 33.4 0.0 17.7 16.9 0.8

  75歳以上 18.0 19.1 -1.1 6.7 6.9 -0.2

（再掲）
　15～64歳

82.7 80.9 1.8 61.7 58.5 3.2
 

有
業
者
数
，
無
業
者
数 

有
業
率 

資料１－１ 
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２ 雇用者の就業日数・就業時間 
 

＜年間就業日数＞                  ＜週間就業時間＞ 

○ 年間就業日数は短期間と長期間に二極化    ○ 週間就業時間も短時間と長時間に二極化 

 

  年間就業日数別雇用者（役員を除く）の割合      週間就業時間別雇用者（役員を除く）の割合     

－平成 14 年，19 年                 （年間就業日数 200 日以上）－平成 14 年，19 年 

 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜60 時間以上就業者（男性：正規就業）＞ 

○ 25～44 歳で２割以上が１週間に 60 時間以上就業 

○ 45 歳以上で 60 時間以上就業者の割合が大幅な上昇     

 

  週間就業時間が 60 時間以上の「男性の正規就業者」の割合 

（年間就業日数 200 日以上）－平成 14 年，19 年  
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３ 非正規就業者の状況 

 

＜非正規就業者の割合＞ 

○ 男女とも上昇が続く非正規就業者の割合             

 

 非正規就業者の割合の推移－昭和 62 年～平成 19 年 
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＜20～24 歳の非正規就業者の割合＞         ＜転職者の正規・非正規間異動＞ 

○ 初めて就業する年代である 20 代前半の      ○ この５年間の転職により非正規就業者は増加 

非正規就業者の割合は年とともに上昇                  

 

   非正規就業者の割合の推移－昭和 62 年～平成 19 年    過去５年間の転職就業者の正規・非正規間異動 

（20～24 歳）             －平成 19 年             

                                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                           
 
 

 

※転職就業者総数には雇用形態不詳が含まれているため， 
合計に一致しない。 
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現職

過去５年間の転職就業者  11,133.9

前職

正規　5,000.2千人 非正規　6,129.3千人

正規　5,565.8千人 非正規　5,563.6千人

63.4％ 36.6％ 73.5％26.5％

転職により非正規が 57 万人増加 
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(％)
36以上
34～36未満
32～34未満
32未満

４ 都道府県の就業構造 

 

＜有業率＞ 

○ 有業率は愛知県が最も高く 64.2％ 

 

      有業率－平成 19 年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜非正規就業者の割合＞ 

○ すべての都道府県で非正規就業者の割合が上昇 

○ 東海，近畿地方は非正規就業者の割合，増加ポイントともに高い 

 

非正規就業者の割合－平成 19 年       非正規就業者の割合－平成 19 年 

                  （前回調査時とのポイント差） 

(％)
62以上
60～62未満
58～60未満

58未満

 

全国 59.8％ 

全国 35.5％

5.0 ポイント以上上昇
3.5～5.0 ポイント未満上昇
2.0～3.5 ポイント未満上昇
2.0 ポイント未満上昇

 

全国 3.6 ポイント上昇
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平 成 １９年 就 業 構 造 基 本 調 査 について 
                                                                                     平成20年7月 

                                                                                     総務省統計局 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 調 査 日 ： 平成19年10月１日現在 

○ 調 査 対 象 ： 全国約３万調査区 、 約45万世帯 、 約100万人（15歳以上の世帯員）        

○ 調 査 事 項 ： 全  員 …… 性別、年齢、配偶関係、教育、就業状態、職業訓練の有無 など 

                  有業者 …… 従業上の地位、雇用形態、産業、職業、年間就業日数、週間就業時  

                               間、転職希望の有無、１年前の就業状態、前職の有無 など 

                   無業者 …… 就業希望の有無、就業希望の理由、求職活動の有無、非求職の理由、

１年前の就業状態、就業経験の有無 など 

○ 調査の流れ ： 総務省(統計局) － 都道府県(統計主管課) － 市区町村(統計主管課) 

                                － 指導員(約2600 人) － 調査員(約3 万人) － 世帯 

○ 国民の就業・不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造の実態を把握 

○ 昭和31年から概ね３年ごと、昭和57年から５年ごとに実施。平成19年は15回目の調査 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 全国・都道府県・主要都市別に、有業者の就業実態、無業者の就業意識等を基本属性別に把握 

≪例≫ ・男女、年齢階級別、世帯属性、教育、収入状況別等の就業・不就業の状況 

         ・新規就業、起業、転職、離職等の就業異動の状況 ・産業、職業別等の就業状況 

○ 国・地方公共団体における各種施策の企画・立案の基礎資料 

 
 
 
 

○ 学術研究機関等における就業構造・雇用情勢の分析 

 

中長期の雇用政策 

（高齢者の雇用環境、女性

の就労環境の整備等） 

就業機会創出対策 

（年齢・職業能力のミ

スマッチ解消等） 

若年無業者・非正規

雇用者に関する施策

国民経済計算(Ｓ

ＮＡ）における国

民所得推計 

正規・非正規等の就業形態の状況、就業異動の状況、若年無業者の状況 など 

調査の目的・変遷 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪検討の背景≫ 

ｏ少子高齢化の進展 

ｏ団塊世代の定年化（2007 年問題）

ｏ女性労働力の増加 

ｏ非正規雇用の増加 

ｏ若年無業者問題の顕在化 

ｏ職業訓練の推進 

ｏ人材派遣対象業種の拡大 

ｏアウトソーシングの進展  など 

社会経済情勢の変化

を踏まえた調査事項 

の検討（裏面参照） 

≪新規の調査事項≫ 

ｏ起業の状況（現在の事業を自分で起

こしたものか） 

ｏ初職の状況（最初に就いた仕事の形

態、継続期間） 

ｏ職業訓練・自己啓発の状況（勤め先

でのもの、自発的なもの） 

ｏ無業者で就業を希望しない状況（希

望しない理由）        など 

平成19年調査の概要 

平成19年調査の検討

調査結果の公表・利用
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（平成 19 年就業構造基本調査 ポスター） 

 
 

 

 

  （ 参 考 ） 

   平成19 年就業構造基本調査の調査事項の検討に当たり 

   助言いただいた有識者 

 

    樋 口  美 雄  慶應義塾大学商学部教授 

      阿 部  正 浩  獨協大学経済学部教授 

      黒 澤  昌 子  国立大学法人政策研究大学院大学教授 

      玄 田  有 史  国立大学法人東京大学社会科学研究所教授 

      小 杉  礼 子  独立行政法人労働政策研究・研修機構統括研究員 

      出 島  敬 久  上智大学経済学部准教授 
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平成 20 年５月 30 日 

総 務 省 統 計 局 

労働力調査の結果を見る際のポイント No.1 

 

 

 

○ 労働力調査の対象となる 15 歳以上人口は増加を続けていますが，生産年齢人口（15～

64 歳人口）は平成 10 年以降減少し，平成 19 年は前年に比べ 83 万人減少しています。

一方，平成 19 年の労働力人口 6669 万人のうち，15～64 歳が 6119 万人と 92％を占めて

おり，生産年齢人口の減少は労働力人口の動向に大きく影響します。 

○ 今後も少子高齢化が進むと見込まれますので，調査の結果については，生産年齢人口に

着目した数値の動きもみる必要があります。また，就業者数や雇用者数の増減だけでは

なく，就業率※1，とりわけ 15～64 歳※2の就業率などの指標を併せてみることが重要に

なりつつあります。 

※1 就業率：就業者数を当該年齢階級の人口で割ったもの 

※2 15～64 歳の数値は，月次結果速報の統計表第 12～17 表に掲載 
 

図 人口・就業者数・就業率の対前年増減の推移 
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少子高齢化と労働力人口 

（15歳以上）

（15～64 歳）

資 料１－３
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平成 20 年５月 30 日 

総 務 省 統 計 局 

 

労働力調査の結果を見る際のポイント No.2 

 

 

 

○ 労働力調査では，週間就業時間について，月末１週間（ただし 12 月は 20～26 日）に実

際に仕事に従事した時間として調査しています。このため，月末１週間に祝日やその振

替休日が含まれる場合（４月，９月，11 月及び 12 月が該当），週間就業時間の結果の

利用に当たっては注意が必要です。 

○ 特に，年により月末１週間の休日数や曜日構成が変動しますので，週間就業時間別の就

業者数や平均週間就業時間等の対前年同月増減をみる際には注意が必要です。また，年

平均結果は各月末の調査結果を単純平均して算出することから，休日数や曜日構成が変

動する影響が年平均結果にも出ることがありますので注意が必要です。 

○ 例えば，平成 20 年４月は 27 日が日曜日，29 日が祝日の火曜日で，28 日，30 日が平日

でしたが，前年の 19 年４月は 29 日が祝日の日曜日，30 日が振替休日でした。19 年，

20 年とも平日が４日，土曜日が１日，休日が２日と同じ曜日構成ですが，仮に 20 年は

休日の谷間となった４月 28 日に有給休暇等を取得した場合，調査期間中の休日数は 20

年４月の方が 19 年４月よりも多くなります。 

 

        平成 19 年４月             平成 20 年４月 

週間就業時間と祝日 

日 月 火 水 木 金 土 

    １ ２ ３ ４ ５ 

６ ７ ８ ９ 10 11 12 

13 14 15 16 17 18 19 

20 21 22 23 24 25 26 

27 28 29 30 

日 月 火 水 木 金 土 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

８ ９ 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

22 23 24 25 26 27 28 

29 30 
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平成 20 年５月 30 日 

総 務 省 統 計 局 
 

労働力調査の結果を見る際のポイント No.3 

 

 
 

○ 労働力調査では，雇用者について「雇用契約期間」による区分のほか，「勤め先での呼

称」による区分でも調査し，分類しています。 

(1) 雇用者の「従業上の地位」――雇用契約期間を基に分類 

一般常雇･･･雇用契約期間が１年を超える者又は雇用契約期間を定めないで雇われ

ている者で「会社などの役員」以外の者 

※ 常雇とは，一般常雇に「会社などの役員」を合わせたもの 

臨時雇･････雇用契約期間が１か月以上１年以下の者 

日雇･･･････雇用契約期間が１か月未満の者 

(2) 雇用者の「雇用形態」――勤め先での呼称により分類 

正規の職員・従業員･･････勤め先で一般職員や正社員などと呼ばれている人 

非正規の職員・従業員････勤め先で「パート」「アルバイト」などと呼ばれている

人，「労働者派遣事業所の派遣社員」・「契約社員」・「嘱

託」など 

○ 平成 20 年１～３月期の詳細集計結果によると，非正規の職員・従業員（非農林業雇用

者）1719 万人のうち一般常雇が 966 万人（非正規の職員・従業員に占める割合は 56％），

臨時・日雇が 752 万人（同 44％）となっています。 

○ 平成 20 年１～３月期の基本集計結果では，常雇が前年同期に比べ 48 万人増加，臨時・

日雇が 46 万人減少となりました。一方，同時期の詳細集計結果では，正規の職員・従

業員が前年同期に比べ22万人減少，非正規の職員・従業員が11万人増加となりました。 

非正規の職員・従業員が増加したのに臨時・日雇が減少したのは，非正規の職員・従業

員のうち一般常雇が増加し，臨時・日雇が減少したことが要因の一つになっています。 
 

図 非正規の職員・従業員の従業上の地位別雇用者の対前年同期増減 

（平成 20 年１～３月期，非農林業雇用者） 
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平成 20 年６月 27 日 

総 務 省 統 計 局 

 

労働力調査の結果を見る際のポイント No.4 

 

 

 

○ 労働力調査のような月次統計には，例えば農林業就業者が春から夏にかけて増加し，秋

以降減少していくといった，季節的な要因で毎年同じような動きをするものがあり，こ

れを「季節変動」と呼んでいます。 

○ 月次統計を分析する際，「原数値」によって１年前の同じ月と比較する場合には，こう

した季節変動を考慮する必要はありません。しかし，例えば前月や前々月と比較する場

合には，原数値に季節変動による変化分が含まれるため，雇用失業情勢や景気変動など

をみる上では，季節変動の影響を除く必要があります。そこで，原数値から季節変動を

除去した結果数値である「季節調整値」を公表しています。 

○ 完全失業率のように，月々の動きが重要な意味を持つものについては，主に季節調整値

を公表していますが，季節調整する前の原数値も併せて公表しています。 

○ 就業者数のように，人数規模等の水準が重要な意味を持つものについては，主に原数値

を公表していますが，季節調整値も併せて公表しています。 

 原数値をみる場合は，季節変動の影響を考慮して，１年前の同じ月と比較した分

析をするのが一般的です。 

○ 季節変動のパターンは，毎年少しずつ変化していきます。直近の季節変動パターンを結

果数値に的確に反映させるため，労働力調査においては，季節調整値を毎年年初（１月

分結果公表時）に過去 10 年分の結果数値までさかのぼって改定しています。そのため

過去に公表した数値は，後に改定することがありますので注意が必要です。 

 労働力調査においては，過去 29 年間の原数値をもとに，米国センサス局法

（X12-ARIMA）の X11 デフォルトを用いて，季節変動のパターン（季節指数）を算

出し，原数値を季節指数で除すことにより季節調整値を算出しています。 

 

図 農林業就業者の原数値，季節指数及び季節調整値 
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平成 20 年 11 月 28 日 

総 務 省 統 計 局 

 

労働力調査の結果を見る際のポイント No.5 

 

 

 

○ 完全失業率（季節調整値）は，平成 20 年９月に前月に比べ 0.2 ポイント低下，10

月に 0.3 ポイント低下しました。しかし，完全失業率の低下（完全失業者の減少）が

必ずしも就業者の増加や雇用情勢の改善を示すとは限りません。 

就業状態の動きは，就業者，完全失業者に加え，非労働力人口を含めた３区分間で

の異動があることによるものです。平成 20 年９月及び 10 月には，非労働力人口の増

加が大きくなっています。 

このような非労働力人口の増加は，過去の景気後退期にもみられており，今後この

動きを注意してみていく必要があります。 

 

 

＜就業状態の区分＞ 

○ 労働力調査では，ＩＬＯ基準に従い，15 歳以上の人を次のとおりに区分しています。 

(1)就業者 

  15 歳以上人口 (2)完全失業者 

(3)非労働力人口 

 

(1)就業者・・・・・・「調査期間中に収入を伴う仕事をした」者 

(2)完全失業者・・・・以下の３つの条件を満たす者 

・調査期間中に少しも仕事をしなかった 

・仕事があれば，すぐ就くことができる 

・仕事を探す活動をしていた※1 

(3)非労働力人口・・・(1)及び(2)以外の者 

 

※1 「仕事を探す活動をしていた」とは，仕事の紹介を人に依頼したり，公共職業安

定所（ハローワーク）に申し込んだり，新聞の求人広告に応募したりしている場

合，又は事業を始めるための資金，資材，設備などの調達をしている場合をいい

ます。また，以前に求職活動をしていて，その結果を待っている場合も含めます。 

 

 

＜完全失業者と非労働力人口の関係＞ 

○ 完全失業者は，「調査期間中に少しも仕事をしなかった」，「仕事があれば，すぐ就

くことができる」，「仕事を探す活動をしていた」という条件を満たす者としています

ので，例えば，仕事をしたいと思いながら，仕事が見つかりそうもないから求職活動

をしていないという人は，完全失業者ではなく，非労働力人口に区分されることとな

ります。 

就業状態の区分と非労働力人口 
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○ 就業者が何らかの理由により仕事を辞めた場合，「調査期間中に少しも仕事をしな

かった」，「仕事があれば，すぐ就くことができる」，「仕事を探す活動をしていた」と

いう条件を満たしていれば完全失業者となりますが，実際に仕事を探していなければ

非労働力人口となります。 

このため，景気後退により仕事を失う人が増えたことがそのまま完全失業者の増加

につながるとは限りません。 

 

 

＜非労働力人口の動き＞ 

○ 景気後退期には，完全失業者が増加する状況がみられますが，一方で，非労働力人

口が増加（又は減少幅が縮小）する状況がみられます。 

例えば，15～64 歳の非労働力人口は，平成 14 年（完全失業率が過去最高の 5.4％

となった年）には前年に比べ 11 万人増加となっています。また，平成 10 年には，平

成９年の 45 万人減少から６万人減少へと，減少幅が縮小しています。（下図の矢印参

照） 

 

○ 非労働力人口にはこのような特徴がみられることから，最近のように，非労働力人

口の増加※2が続くときは，景気動向との関係で，動きを注意してみていく必要があり

ます。 

【非労働力人口の最近の動き（対前年同月増減）】 

平成 20 年８月 (22 万人増加)(うち 15～64 歳 42 万人減少) 

９月 (36 万人増加)(   同   43 万人減少) 

10 月 (56 万人増加)(   同   15 万人減少) 

 

※2 少子高齢化により構造的に高齢の非労働力人口が増加していますが，最近は景気

変動に伴う非労働力人口の増加という変化もあります。 

 

図 就業者，完全失業者及び非労働力人口の対前年増減の推移（15～64 歳） 
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平成 20 年 12 月 26 日 

総 務 省 統 計 局 

労働力調査の結果を見る際のポイント No.6 

 

 

 

労働力調査では，ＩＬＯ(国際労働機関)基準に従って，調査期間中※1 の就業状態

(３区分)を調査しています。 

調査期間に仕事をしていた人であっても，又は仕事をしたくても探していなかった人

の中にも，失業に近い状態にある人々が存在します。そのため，雇用環境の現状を幅

広くみるために，就業者数や完全失業者数の動向とともに，このような人々の動向をあ

わせてみることも必要です。 

※ 1 調査期間･･･月末１週間(12 月は 20 日から 26 日までの１週間) 
 

○ 下図は，このような観点から，調査期間より前に仕事をやめた人が，調査期間中の状態

によって，ＩＬＯ基準の区分にどう対応するかをみたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

就業者の中には，仕事をやめたものの，経済情勢などから希望する仕事が見つからないた

めやむなく短時間の仕事をしている人がいると考えられます。 

また，非労働力人口の中には，仕事をしたくても，経済情勢などから仕事が見つかりそう

もないので仕事を探していなかったという人も含まれています。 
 

１．短時間就業者 
○ 労働力調査の就業者や完全失業者の要件はＩＬＯ基準に準拠したものであり，このうち

就業者は｢賃金又は給料を得る目的で，調査期間に 1 時間以上の仕事をした者(一時的に仕事に

従事しなかった休業者を含む。)｣としています。このため，希望する仕事が見つからないためや

むなく短時間の仕事をしている人は就業者に区分され，完全失業者とはなりません。 

○ 平成 20 年 11 月は，就業者のうち，従業者が 6286 万人と前年同月に比べて 40 万人減少

しました。一方，就業時間が週１～９時間の従業者は 192 万人と 12 万人増加しています。

このように，従業者数が前年に比べて減少が続いている中にあって，短時間就業者が２か

月連続で 10 万人を超える増加という結果となっています。 

表１ 週間就業時間別就業者数 

 

 

 

｢短時間就業者｣と｢就業希望者｣ 
―雇用環境の現状を幅広くみるために― 

(万人)

1～9時間

1～4時間 5～9時間

平成20年 6月 6451 105 6346 182 37 145 6137

平成20年 7月 6406 124 6282 181 40 141 6071

平成20年 8月 6405 132 6273 175 37 138 6071

平成20年 9月 6393 106 6287 180 39 141 6074

平成20年10月 6388 106 6282 185 40 145 6066

平成20年11月 6391 105 6286 192 41 151 6065

対前年同月増減

平成20年 6月 -40 8 -48 3 -3 6 -44

平成20年 7月 -52 15 -67 3 1 2 -66

平成20年 8月 -41 -1 -40 -3 -1 -2 -27

平成20年 9月 -29 -4 -24 2 -1 3 -24

平成20年10月 -36 6 -42 13 2 11 -45

平成20年11月 -42 -2 -40 12 2 10 -44

就業者
10時間以上休業者 従業者総数

※2 ＜ILO基準の完全失業者の３要件＞
　 　・仕事についていない
 　　・仕事があればすぐつくことができる
　 　・仕事を探す活動をしていた

　調　 査　 期　 間　 中　 の　 状　 態

新たな仕事についた者（正社員など）

新たな仕事についた者（短時間就業など）

就業希望者（就業を希望していながらも
         仕事を探す活動をしなかった者など）

完全失業者（ＩＬＯ基準の３要件※2を満たす者）

就業内定者（調査期間の後につく仕事が
　　　　　　　　　　　すでに決まっている者）

就業非希望者（定年退職，仕事につく
　　　　　　　　　　　　つもりがない者など）

就 業 者

完全失業者

非労働力人口

【ILO基準による就業状態(３区分)】

調査期間より前に
仕事をやめた者
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２．就業希望者－就業を希望していながらも仕事を探す活動をしなかった者－ 

○ 調査期間中に仕事についておらず，仕事を探す活動をしなかった者は，完全失業者とは

なりません。 
したがって，仕事をしたくても，経済情勢などから仕事が見つかりそうもないので仕事

を探していなかったという人は，完全失業者の３要件（ＩＬＯ基準）を満たしていないた

め完全失業者ではなく，非労働力人口に区分されます。 
 ○ このような状態の人々の動向を把握する観点から，詳細集計の｢就業を希望していながら

も仕事を探す活動をしなかった者※3｣をみると，平成 20 年７～９月期平均結果では 36 万人

で，完全失業者(266 万人)に対して１割強(13.5％)となっています。 

 

 就業状態別 15 歳以上人口及び非労働力人口における就業希望の状況 

      （労働力調査詳細集計平成 20 年７～９月期平均結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 3 就業を希望していながらも仕事を探す活動をしなかった者 

･･･ここでは，｢就業者｣及び｢完全失業者｣に該当せず，以下の４つの要件に該当する者とした 

①調査期間中に仕事についておらず，仕事を探す活動をしなかったが，就業を希望している 
②仕事を探す活動をしなかったのは適当な仕事がありそうにないため 
③仕事があれば，すぐつくことができる 
④調査期間中には仕事を探す活動をしなかったが，過去１年間に仕事を探す活動をしたことが

ある 
 

表２ 就業を希望していながらも仕事を探す活動をしなかった者の完全失業者に対する割合 

 

 

 

 

 

 

 
（）は対前年同期増減 

 就　業　者　　6392万人

 完 全 失 業 者　266万人
　　　　                     ＜ILO基準の完全失業者の３要件に該当＞
　　　　　　　　　　　　　　　　　・仕事についていない
　　　　　　　　　　　　　　　　　・仕事があればすぐつくことができる
　　　　　　　　　　　　　　　　　・仕事を探す活動をしていた
　

 非労働力人口　　4372万人
　

　
　
　

　
　

　うち仕事があればすぐつくことができる  53万人

うち　仕事を探す活動をしなかったのは「適当な
　仕事がありそうにない」ためである者　 148万人

うち　就業希望者　　　　　　　　　      450万人

うち調査期間中は仕事を探す活動をしなかったが，過去
1年間に仕事を探す活動をした    　36万人

(万人)

平成19年10～12月期 4370 33 (-3) 249 13.3

平成20年１～３月期 4455 32 (-8) 263 12.2

　　　　４～６月期 4313 37 (3) 270 13.7

　　　　７～９月期 4372 36 (2) 266 13.5

就業を希望していながら
も仕事を探す活動をしな
かった者　①

非労働力人口 完全失業者　②

完全失業者に対する
　割合[①÷②]

(％)



平成20年度雇用失業統計研究会（第２回）資料労働力調査結果速報の編集改訂について

【就業者】

　・就業者数は6391万人。前年同月に比べ42万人

　　の減少。10か月連続の減少

　・雇用者数は5551万人。前年同月に比べ10万人

　　の減少。４か月ぶりの減少

　・主な産業別就業者を前年同月と比べると，

  　運輸業，製造業などが減少，

　　｢医療，福祉｣などが増加

【就業率】

　・就業率は57.8％。前年同月に比べ0.4ポイント

　　の低下

　・15～64歳の就業率は71.1％。前年同月に比べ

　　0.1ポイントの上昇

【完全失業者】

　・完全失業者数は256万人。前年同月に比べ10万人

　　の増加。２か月ぶりの増加

　・求職理由別にみると，前年同月に比べ「勤め

　　先都合」が６万人の増加，「自己都合」が同数

【完全失業率】

　・完全失業率（季節調整値）は3.9％。前月に

　　比べ0.2ポイントの上昇

【非労働力人口】

　・非労働力人口は4403万人。前年同月に比べ

　　38万人の増加

図１　就業者の対前年同月増減と就業率の対前年同月ポイント差の推移

　　　　　　 　　　
図２　完全失業者の対前年同月増減と完全失業率(季節調整値)の推移

◆「短時間就業者」と「就業希望者」の動向については「結果を見る際のポイント No.6」参照

　 URL ( http://www.stat.go.jp/data/roudou/pdf/point06.pdf )

　労　働　力　調　査　(速　報)
平成20年11月分（基本集計）

結  果  の  概  要
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資 料 ２

実　数 対前年同月増減

11月 10月 ９月 ８月

就業者 6391 -42 -36 -29 -41
雇用者 5551 -10 19 22 1
自営業主・家族従業者 809 -32 -53 -49 -39
農業，林業 238 -13 -15 -13 -17
建設業 539 -6 -11 -24 -13
製造業 1137 -19 -44 -34 -10
情報通信業 xxx xxx xxx xxx xxx
運輸業，郵便業 xxx xxx xxx xxx xxx
卸売業，小売業 xxx xxx xxx xxx xxx
学術研究，専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 xxx xxx xxx xxx xxx
宿泊業，飲食ｻｰﾋﾞｽ業 xxx xxx xxx xxx xxx
生活関連ｻｰﾋﾞｽ業，娯楽業 xxx xxx xxx xxx xxx
教育，学習支援業 xxx xxx xxx xxx xxx
医療，福祉 612 22 13 9 18
ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) xxx xxx xxx xxx xxx

就業率 57.8 -0.4 -0.3 -0.3 -0.4
うち15～64歳 71.1 0.1 0.2 0.3 0.1

完全失業者 256 10 -16 2 23
男 156 7 -4 3 18
女 100 3 -11 -1 6
定年等 26 5 3 0 4
勤め先都合 65 6 -7 0 10
自己都合 94 0 -6 0 10
学卒未就職 9 -2 -1 -1 4
新たに収入が必要 35 4 -1 1 -2
その他 23 -2 -3 -1 -1

非労働力人口 4403 38 56 36 22

実　数

11月 10月 ９月 ８月

就業者 6391 36 7 -11 0
雇用者 5547 21 9 -14 20

完全失業者 263 19 -22 -9 11
男 157 6 -8 -9 12
女 105 10 -12 -1 0

完全失業率 3.9 0.2 -0.3 -0.2 0.2
男 4.1 0.2 -0.2 -0.2 0.3
女 3.8 0.3 -0.4 0.0 0.0

季節調整値

(万人・ﾎﾟｲﾝﾄ)

(万人・ﾎﾟｲﾝﾄ)

〔

主
な
産
業
別
就
業
者
〕

〔

求
職
理
由
別
〕

対前月増減

原　数　値 万人
％

万人
％
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Ⅰ　就業状態別人口

　・前年同月に比べ，労働力人口は33万人(0.5％)の減少，非労働力人口は38万人(0.9％)の増加

　・15～64歳の労働力人口は43万人(0.7％)の減少，非労働力人口は29万人(1.3％)の減少

Ⅱ　就業者の動向

　１　就業者数

　・就業者数は6391万人。前年同月に比べ42万人

　　(0.7％)の減少。10か月連続の減少。

　　男性は26万人の減少，女性は17万人の減少  　　　　　図３　男女別就業者の対前年同月増減の推移

　　

　　

　　

　２　就業率  　　　　　図４　就業率の対前年同月ポイント差の推移

・就業率(15歳以上人口に占める就業者の割合)は

　57.8％。前年同月に比べ0.4ポイントの低下

・15～64歳の就業率は71.1％。前年同月に比べ

　0.1ポイントの上昇。

　男性は81.7％。前年同月と同率。

　女性は60.4％。0.2ポイントの上昇

　３　従業上の地位

　・雇用者数は5551万人。前年同月に比べ10万人

　　(0.2％)の減少。４か月ぶりの減少

　・自営業主・家族従業者数は809万人。前年同月

　　に比べ32万人の減少

　　　表２　男女別就業者

　　　表３　従業上の地位別就業者

表１　就業状態別人口

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

(ポイント)

(月)

総数

15～64歳

(20年)(19年)(平成18年)

(万人，％)
原　数　値

男女計 男 女 男女計 男 女

対前年 対前年 対前年 対前月 対前月 対前月 対前月 対前月 対前月
同月増減 同月増減 同月増減 増減 増減率 増減 増減率 増減 増減率

15歳以上人口 11053 2 5345 -1 5708 2 - - - - - -

　労働力人口 6646 -33 3877 -19 2769 -14 54 0.8 11 0.3 44 1.6

　  就業者 6391 -42 3721 -26 2669 -17 36 0.6 2 0.1 33 1.3

　  完全失業者 256 10 156 7 100 3 19 7.8 6 4.0 10 10.5

　非労働力人口 4403 38 1466 19 2937 19 -56 -1.3 -11 -0.7 -45 -1.5

　労働力人口比率 60.1 -0.3 72.5 -0.4 48.5 -0.3

　就業率 57.8 -0.4 69.6 -0.5 46.8 -0.3

15～64歳人口 8217 -76 4134 -36 4083 -41

　労働力人口 6086 -43 3523 -28 2562 -16

　  就業者 5844 -47 3377 -31 2466 -17

　  完全失業者 244 7 146 4 97 3

　非労働力人口 2128 -29 609 -7 1519 -21

　労働力人口比率 74.1 0.2 85.2 0.0 62.7 0.2

　就業率 71.1 0.1 81.7 0.0 60.4 0.2

季節調整値

平成20年11月

実数 実数 実数
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11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

(万人)

(月)

女男

（20年）（19年）（平成18年）

(万人)
実　数 対前年

同月増減

就業者 6391 -42 
　男 3721 -26 
　女 2669 -17 

平成20年11月

(万人)
実　数 対前年

同月増減

就業者 6391 -42 
　雇用者 5551 -10 
　　男 3216 -11 
　　女 2335 1 
　　うち非農林業雇用者 5509 -9 
　自営業主・家族従業者 809 -32 

平成20年11月

－２－



　・非農林業雇用者数及び対前年同月増減 図５　非農林業雇用者の従業上の地位別

　　非農林業雇用者 　 5509万人と，９万人(0.2％)減少。 　　　対前年同月増減の推移

　 ３か月ぶりの減少

　　　　　　常　雇 　 4740万人と，５万人(0.1％)減少。

　 ３か月ぶりの減少

　　　　　　臨時雇  　657万人と，６万人(0.9％)減少。

　 ２か月連続の減少

　　　　　　日　雇  　111万人と，前年同月と同数

　４　従業者規模

　・企業の従業者規模別非農林業雇用者数及び対前年同月増減

　　 1～29人規模 1648万人と， 11万人(0.7％)減少。18か月連続の減少

　　30～499人規模 1897万人と， 15万人(0.8％)減少。２か月ぶりの減少

　　500人以上規模 1409万人と， 18万人(1.3％)増加。17か月連続の増加

　５　産　業

表４　主な産業別就業者・雇用者

図６　主な産業別就業者の対前年同月増減の推移

　　　　　　　　　　－　建設業　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　－　製造業　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　医療，福祉　－
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 　　 （万人）

実数 238 6153 539 1137 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx 612 xxx 228

対前年同月
増減 -13 -29 -6 -19 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx 22 xxx 1

対前年同月
増減率(％) -5.2 -0.5 -1.1 -1.6 xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx xxx 3.7 xxx 0.4
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対前年同月
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Ⅲ　完全失業者の動向

　１　完全失業者数

　・完全失業者数は256万人。前年同月に比べ10万人(4.1％)の増加。２か月ぶりの増加

　・男性は前年同月に比べ７万人の増加，女性は３万人の増加

図７　完全失業者の対前年同月増減の推移

－男女計－ －男女別－

　２　完全失業率　【季節調整値】
　

　　・完全失業率(労働力人口に占める完全失業者の割合)は3.9％と，前月に比べ0.2ポイントの上昇

　　・男性は4.1％と，前月に比べ0.2ポイントの上昇。女性は3.8％と，0.3ポイントの上昇

図８　完全失業率（季節調整値）の推移
－男女計－ －男女別－

　３　求職理由

　・完全失業者のうち，「勤め先都合」は65万人と，前年同月に比べ６万人の増加，

　　「自己都合」は94万人と同数

図９　主な求職理由別完全失業者の対前年同月増減の推移表５　求職理由別完全失業者
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自己都合 94 0
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その他 23 -2
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　４　年齢階級別

　・男性は「15～24歳」及び「25～34歳」を除くすべての年齢階級で，完全失業者数及び

　　完全失業率共に前年同月に比べ増加（上昇）

　・女性は「15～24歳」，｢35～44歳｣及び「45～54歳」の各年齢階級で，完全失業者数

　　及び完全失業率共に前年同月に比べ増加（上昇）

表６　年齢階級別完全失業者及び完全失業率

 ５　世帯主との続き柄別

　・完全失業者のうち，「世帯主」は64万人と，  　表７　世帯主との続き柄別完全失業者及び完全失業率

　　前年同月に比べ10万人の増加。

　　８か月連続の増加

　

対前年 対前年 対前年 対前年 対前年 対前年

（万人） 同月増減 （％） 同月増減 （万人） 同月増減 （％） 同月増減 （万人） 同月増減 （％） 同月増減

　総　　数 256 10 3.9 0.2 156 7 4.0 0.2 100 3 3.6 0.1

　　15～24歳 41 -1 7.0 0.0 21 -3 6.9 -0.8 19 1 6.6 0.4

　　25～34歳 68 -3 4.9 -0.1 41 -1 5.1 0.0 27 -2 4.7 -0.3

　　35～44歳 51 6 3.4 0.3 27 3 3.1 0.3 24 4 3.9 0.6

　　45～54歳 39 4 2.9 0.3 23 2 3.1 0.3 16 2 2.7 0.3

　　55～64歳 45 1 3.5 0.1 34 3 4.3 0.4 11 -2 2.2 -0.3

　　65歳以上 13 4 2.3 0.7 10 4 2.8 1.1 3 0 1.5 0.0

 (再掲)55～59歳 23 -1 3.1 0.1 17 -1 3.8 0.0 5 -1 1.6 -0.2

 (再掲)60～64歳 22 2 4.1 0.1 16 3 4.7 0.5 5 -2 2.5 -1.2

平成20年11月

男 女

完全失業者 完全失業率 完全失業者 完全失業率

　男　女　計

完全失業者 完全失業率

完全失業者 完全失業率

対前年 対前年
(万人) 同月増減 (％) 同月増減

総数 256 10 3.9 0.2

 世帯主 64 10 2.4 0.3

 世帯主の配偶者 33 5 2.3 0.4

 その他の家族 120 -3 6.7 0.0

単身世帯 39 -1 4.9 -0.3

平成20年11月

２人
以上
の

世帯

－５－



 

第 ２ 表　　　主 　な　 就　 業　 状　 態　 別

15　歳 労　働　力　人　口 非労働 労働力 就業率 15　歳

 年　　月 以　上 総　数 就業者 完  全 人　口 季　節 以　上 総　数 就業者
人　口 失業者 力人口比率(％) (％) 原数値 調整値 人　口

 平成9年 10661 6787 6557 230 3863 63.7 61.5 3.4 - 5180 4027 3892
　　10 10728 6793 6514 279 3924 63.3 60.7 4.1 - 5209 4026 3858
　　11 10783 6779 6462 317 3989 62.9 59.9 4.7 - 5232 4024 3831
　　12 10836 6766 6446 320 4057 62.4 59.5 4.7 - 5253 4014 3817

実 　　13 10886 6752 6412 340 4125 62.0 58.9 5.0 - 5273 3992 3783
　　14 10927 6689 6330 359 4229 61.2 57.9 5.4 - 5294 3956 3736
　　15 10962 6666 6316 350 4285 60.8 57.6 5.3 - 5308 3934 3719
　　16 10990 6642 6329 313 4336 60.4 57.6 4.7 - 5318 3905 3713
　　17 11007 6650 6356 294 4346 60.4 57.7 4.4 - 5323 3901 3723
　　18 11020 6657 6382 275 4355 60.4 57.9 4.1 - 5327 3898 3730
　　19 11043 6669 6412 257 4367 60.4 58.1 3.9 - 5342 3906 3753

数
平成19年 8月 11046 6695 6446 249 4344 60.6 58.4 3.7 3.8 5343 3914 3771
　　　　 9 11049 6691 6422 269 4350 60.6 58.1 4.0 4.0 5345 3917 3761
　　　　10 11051 6695 6424 271 4350 60.6 58.1 4.0 3.9 5345 3920 3759
　　　　11 11051 6679 6433 246 4365 60.4 58.2 3.7 3.8 5346 3896 3747
　　　　12 11050 6627 6396 231 4417 60.0 57.9 3.5 3.8 5344 3872 3732
　　20年 1月 11050 6577 6321 256 4469 59.5 57.2 3.9 3.8 5345 3864 3708
　　　　 2 11047 6558 6292 266 4482 59.4 57.0 4.1 3.9 5344 3865 3701

（　　　　 3 11048 6604 6336 268 4437 59.8 57.3 4.1 3.8 5343 3869 3714
万 　　　　 4 11045 6704 6429 275 4335 60.7 58.2 4.1 4.0 5341 3908 3750
人 　　　　 5 11048 6748 6478 270 4296 61.1 58.6 4.0 4.0 5342 3938 3775）

　　　　 6 11049 6716 6451 265 4330 60.8 58.4 3.9 4.1 5343 3907 3747
　　　　 7 11052 6662 6406 256 4384 60.3 58.0 3.8 4.0 5344 3882 3729
　　　　 8 11050 6677 6405 272 4366 60.4 58.0 4.1 4.2 5344 3905 3744
　　　　 9 11053 6663 6393 271 4386 60.3 57.8 4.1 4.0 5346 3891 3732
　　　　10 11053 6643 6388 255 4406 60.1 57.8 3.8 3.7 5345 3891 3736
　　　　11 11053 6646 6391 256 4403 60.1 57.8 3.9 3.9 5345 3877 3721

 平成9年 90 76 71 5 11 0.2 0.1 0.0 - 44 35 34
　　10 67 6 -43 49 61 -0.4 -0.8 0.7 - 29 -1 -34
　　11 55 -14 -52 38 65 -0.4 -0.8 0.6 - 23 -2 -27

対 　　12 53 -13 -16 3 68 -0.5 -0.4 0.0 - 21 -10 -14
　　13 50 -14 -34 20 68 -0.4 -0.6 0.3 - 20 -22 -34

前 　　14 41 -63 -82 19 104 -0.8 -1.0 0.4 - 21 -36 -47
　　15 35 -23 -14 -9 56 -0.4 -0.3 -0.1 - 14 -22 -17

年 　　16 28 -24 13 -37 51 -0.4 0.0 -0.6 - 10 -29 -6
（　　17 17 8 27 -19 10 0.0 0.1 -0.3 - 5 -4 10
同 　　18 13 7 26 -19 9 0.0 0.2 -0.3 - 4 -3 7
月 　　19 23 12 30 -18 12 0.0 0.2 -0.2 - 15 8 23）

(※)

平成19年 8月 27 -4 19 -23 34 -0.2 0.1 -0.4 0.2 17 2 22
　　　　 9 25 -20 -9 -11 43 -0.3 -0.2 -0.2 0.2 16 0 11
　　　　10 21 -23 -13 -10 46 -0.3 -0.3 -0.2 -0.1 14 -1 10
　　　　11 17 10 23 -13 7 0.0 0.1 -0.2 -0.1 14 4 17

増 　　　　12 27 29 42 -13 3 0.1 0.3 -0.2 0.0 15 -1 12
　　20年 1月 16 35 43 -8 -12 0.2 0.3 -0.1 0.0 5 3 7

減 　　　　 2 13 -14 -10 -4 28 -0.2 -0.1 0.0 0.1 5 -13 -13
　　　　 3 12 -28 -15 -13 39 -0.3 -0.2 -0.1 -0.1 4 -29 -17
　　　　 4 9 -8 -15 7 16 -0.1 -0.2 0.1 0.2 2 -17 -15

（　　　　 5 8 -9 -21 12 18 -0.1 -0.3 0.2 0.0 2 -4 -15
万 　　　　 6 6 -17 -40 24 24 -0.2 -0.4 0.3 0.1 2 -27 -39
人 　　　　 7 8 -29 -52 22 38 -0.3 -0.5 0.3 -0.1 1 -36 -44）

　　　　 8 4 -18 -41 23 22 -0.2 -0.4 0.4 0.2 1 -9 -27
　　　　 9 4 -28 -29 2 36 -0.3 -0.3 0.1 -0.2 1 -26 -29
　　　　10 2 -52 -36 -16 56 -0.5 -0.3 -0.2 -0.3 0 -29 -23
　　　　11 2 -33 -42 10 38 -0.3 -0.4 0.2 0.2 -1 -19 -26

(※)対前月増減

男　　  　　女　  　　　計 
完全失業率   労 働 力 人

－６－



1 5 　歳　 以　 上　 人　 口

 口 非労働 労働力 就業率 15　歳 労 働 力 人 口 非労働 労働力 就業率

完　全 人　口 季　節 以　上 総　数 就業者 完　全 人　口 季　節
失業者 力人口比率(％) (％) 原数値 調整値 人　口 失業者 力人口比率(％) (％) 原数値 調整値

135 1147 77.7 75.1 3.4 - 5481 2760 2665 95 2716 50.4 48.6 3.4 -
168 1177 77.3 74.1 4.2 - 5519 2767 2656 111 2747 50.1 48.1 4.0 -
194 1199 76.9 73.2 4.8 - 5552 2755 2632 123 2790 49.6 47.4 4.5 -
196 1233 76.4 72.7 4.9 - 5583 2753 2629 123 2824 49.3 47.1 4.5 -
209 1277 75.7 71.7 5.2 - 5613 2760 2629 131 2848 49.2 46.8 4.7 -
219 1333 74.7 70.6 5.5 - 5632 2733 2594 140 2895 48.5 46.1 5.1 -
215 1369 74.1 70.1 5.5 - 5654 2732 2597 135 2916 48.3 45.9 4.9 -
192 1406 73.4 69.8 4.9 - 5672 2737 2616 121 2930 48.3 46.1 4.4 -
178 1416 73.3 69.9 4.6 - 5684 2750 2633 116 2929 48.4 46.3 4.2 -
168 1425 73.2 70.0 4.3 - 5693 2759 2652 107 2930 48.5 46.6 3.9 -
154 1432 73.1 70.3 3.9 - 5701 2763 2659 103 2935 48.5 46.6 3.7 -

143 1426 73.3 70.6 3.7 3.8 5702 2781 2675 106 2917 48.8 46.9 3.8 3.7
155 1425 73.3 70.4 4.0 4.0 5704 2774 2660 114 2926 48.6 46.6 4.1 3.9
160 1423 73.3 70.3 4.1 4.0 5705 2775 2665 111 2926 48.6 46.7 4.0 3.8
149 1447 72.9 70.1 3.8 3.9 5706 2783 2686 97 2918 48.8 47.1 3.5 3.7
140 1469 72.5 69.8 3.6 3.8 5706 2755 2665 91 2948 48.3 46.7 3.3 3.7
156 1479 72.3 69.4 4.0 3.9 5705 2713 2613 100 2990 47.6 45.8 3.7 3.7
164 1476 72.3 69.3 4.2 4.0 5703 2694 2591 102 3006 47.2 45.4 3.8 3.8
155 1470 72.4 69.5 4.0 3.8 5705 2735 2622 113 2966 47.9 46.0 4.1 3.9
158 1430 73.2 70.2 4.0 4.0 5704 2796 2679 117 2905 49.0 47.0 4.2 3.9
163 1403 73.7 70.7 4.1 4.2 5706 2810 2704 106 2894 49.2 47.4 3.8 3.7
160 1435 73.1 70.1 4.1 4.2 5707 2809 2703 106 2895 49.2 47.4 3.8 4.0
153 1459 72.6 69.8 3.9 4.0 5708 2780 2677 103 2926 48.7 46.9 3.7 3.9
161 1435 73.1 70.1 4.1 4.3 5706 2773 2661 112 2931 48.6 46.6 4.0 3.9
158 1453 72.8 69.8 4.1 4.1 5707 2773 2660 113 2933 48.6 46.6 4.1 3.9
156 1452 72.8 69.9 4.0 3.9 5707 2752 2652 100 2954 48.2 46.5 3.6 3.5
156 1466 72.5 69.6 4.0 4.1 5708 2769 2669 100 2937 48.5 46.8 3.6 3.8

1 7 0.0 0.0 0.0 - 46 41 38 4 4 0.4 0.3 0.1 -
33 30 -0.4 -1.0 0.8 - 38 7 -9 16 31 -0.3 -0.5 0.6 -
26 22 -0.4 -0.9 0.6 - 33 -12 -24 12 43 -0.5 -0.7 0.5 -
2 34 -0.5 -0.5 0.1 - 31 -2 -3 0 34 -0.3 -0.3 0.0 -

13 44 -0.7 -1.0 0.3 - 30 7 0 8 24 -0.1 -0.3 0.2 -
10 56 -1.0 -1.1 0.3 - 19 -27 -35 9 47 -0.7 -0.7 0.4 -
-4 36 -0.6 -0.5 0.0 - 22 -1 3 -5 21 -0.2 -0.2 -0.2 -

-23 37 -0.7 -0.3 -0.6 - 18 5 19 -14 14 0.0 0.2 -0.5 -
-14 10 -0.1 0.1 -0.3 - 12 13 17 -5 -1 0.1 0.2 -0.2 -
-10 9 -0.1 0.1 -0.3 - 9 9 19 -9 1 0.1 0.3 -0.3 -
-14 7 -0.1 0.3 -0.4 - 8 4 7 -4 5 0.0 0.0 -0.2 -

(※) (※)

-20 16 -0.2 0.2 -0.5 0.0 9 -7 -3 -4 17 -0.2 -0.1 -0.1 0.3
-12 16 -0.2 0.0 -0.3 0.2 9 -20 -21 1 28 -0.5 -0.5 0.1 0.2
-12 17 -0.3 0.0 -0.3 0.0 7 -22 -23 2 28 -0.5 -0.5 0.1 -0.1
-13 10 -0.1 0.1 -0.4 -0.1 4 6 5 0 -3 0.1 0.1 0.0 -0.1
-13 19 -0.2 0.0 -0.4 -0.1 11 30 31 0 -16 0.5 0.4 0.0 0.0
-4 7 0.0 0.1 -0.1 0.1 10 32 36 -4 -19 0.5 0.5 -0.2 0.0
0 19 -0.3 -0.3 0.0 0.1 8 0 3 -4 9 -0.1 0.0 -0.1 0.1

-12 33 -0.6 -0.4 -0.3 -0.2 8 2 2 0 5 -0.1 0.0 0.0 0.1
-2 19 -0.3 -0.3 -0.1 0.2 7 8 0 8 -3 0.1 0.0 0.3 0.0
11 7 -0.1 -0.3 0.2 0.2 7 -4 -5 1 12 -0.2 -0.1 0.1 -0.2
11 31 -0.6 -0.8 0.3 0.0 4 11 -3 13 -7 0.1 0.0 0.5 0.3
8 38 -0.7 -0.8 0.2 -0.2 7 7 -7 14 1 0.1 -0.2 0.5 -0.1

18 9 -0.2 -0.5 0.4 0.3 4 -8 -14 6 14 -0.2 -0.3 0.2 0.0
3 28 -0.5 -0.6 0.1 -0.2 3 -1 0 -1 7 0.0 0.0 0.0 0.0

-4 29 -0.5 -0.4 -0.1 -0.2 2 -23 -13 -11 28 -0.4 -0.2 -0.4 -0.4
7 19 -0.4 -0.5 0.2 0.2 2 -14 -17 3 19 -0.3 -0.3 0.1 0.3

女  男
完全失業率 完全失業率
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雇用契約期間の把握に関するアンケート結果の概要 

 

 

 

Ⅰ 雇用契約期間の把握に関するアンケートの概要 

 

１ 目的 

   「雇用契約期間の把握に関するアンケート」は、雇用者の雇用契約形態等の実態及び雇用契

約期間に関する理解度等を把握し、労働力調査の調査事項の検討に資することを目的とする。 

 

２ 対象 

次の掲げる世帯を対象とする。 

  ア 地域 

    地域は、日本全国とする。 

イ 客体 

客体は、上記地域に在住する年齢15歳以上の者とする。 

ただし、次に掲げる客体は対象から除外する。 

・公務員 

・外国人 

３ 事項 

次に掲げる事項について回答を得る。 

ア 属性に関する事項 

(ｱ) 年齢 

(ｲ) 性別 

イ 雇用に関する事項 

(ｱ) 従業上の地位 

(ｲ) 呼称 

(ｳ) 雇用契約期間 

(ｴ) 雇用開始時期 

(ｵ) 契約内容 

ウ その他 

・ 産業 

４ 方法 

雇用契約期間の把握に関するアンケートは、インターネットにより実施する。 

また、雇用期間の選択肢に「その他」を加えたものと加えないものの２種類のアンケート

（３頁以降参照）を実施し、それぞれ約3,000客体を確保する。 

５ 期間 

平成20年12月中の７日間とする。 

資料３ 
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Ⅱ 雇用契約期間の把握に関するアンケート結果 

 

 １ 客体について 

  ○ このアンケートでは15歳以上の者を対象としてインターネットを通じて行ったが、平成17

年国勢調査の人口構成比と比較すると、ＰＣを操作して回答する方式のため、50歳未満の割

合が高く、50歳以上の高齢者の割合が低くなっている。 

  ○ 雇用者として回答のあった者のうち、雇用契約に関する説明があったとする者の割合は約 

85％で、うち書面によった者の割合は約64％に止まっている。 

 

 ２ 雇用者について 

  ○ 雇用者について、従業上の地位別に勤め先での呼称をみると、常雇では正規職員・従業員

が全体の約80％を占め、以下、パートが約10％、契約社員が約４％と続いている。 

    次に、臨時雇では、労働者派遣事業所の派遣社員が約32％で、以下、パートが約26％、契

約社員が約18％と続いている。 

    なお、日雇及び勤労学生については、アルバイト、パート、派遣社員で殆どを占めている。 

 

 ３ 雇用者のうち契約締結時に説明があった者について 

  ○ 雇用者のうち契約締結時に説明があった者について、勤め先の呼称別に雇用契約期間の定

めの有無をみると、正規の職員・従業員では、期間の定めがない者は約90％で、定めのある

者が約８～９％となっている。 

    次に、パートではそれぞれ約60％と約40％で、アルバイトではそれぞれ約60％と約30％と

なっているが、労働者派遣事業所の派遣社員、契約社員及び嘱託では、両者が逆転している。 

  ○ アンケートＢは選択肢に“その他”を加えたものにしたが、アンケートＡとの特段の差は

みられなかった。 

 

 ４ 雇用期間の定めのない雇用者について 

  ○ 雇用期間の定めのない雇用者について、従業上の地位別に期間に定めのない理由をみると、

常雇では“定年までの雇用”とした者が約70％で、“明確な雇用期間を定めずに雇用されてい

る”とした者は約30％となっている。 

    次に、臨時雇では両者が逆転しており、日雇及び勤労学生では、ほぼ全員が“明確な雇用

期間を定めずに雇用されている”としている。 

 

５ 雇用者のうち雇用期間に定めのある者について 

 ○ 雇用期間の定めのある雇用者について、従業上の地位別に雇用契約期間をみると、常雇で

は１年未満の者が約25～28％にも達している。 

  ○ 雇用契約期間の設問において、アンケートＡの選択肢には“5年以上”の欄を設けなかった

ため、アンケートＡでは雇用契約期間が5年以上の者が“分からない”を選択してしまったこ

とが推察される。 



　　　雇用契約期間の把握に関するアンケートのＨＴＭＬ様式

　※　実際には各設問が１画面に表示され、選択肢に応じて行き先を制御しています。

－3－
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問６ 今の仕事について 勤め先に雇用される際に どうやって契約を結びましたか

ア １か月未満

イ 期間の定めあり
＜問９へ＞

問４ 勤め先での呼称は 次のどれですか

ア 正規の職員・従業員

イ パート

ウ アルバイト

エ 労働者派遣事業所の派遣社員

オ 契約社員

カ 嘱託

ア 期間の定めなし
＜問８へ＞

ア 定年まで雇用

イ 明確な雇用契約期間を
定めずに雇用されている

イ １か月以上３か月未満

ウ ３か月以上６か月未満

エ ６か月以上１年以下

オ １年超２年以下

カ ２年超３年以下

（平成20年●月×日現在） 歳問１，２ 年齢・性別

アンケート様式A（案）

キ その他（具体的に）

問８ 期間に定めのないというのは
次のどれですか

問９ 雇用契約期間の定めは
次のどれですか
（１回の契約期間をいい
勤続期間とは異なります）

キ ３年超５年以下

ウ その他（具体的に）

ア 男性 イ 女性

質問終わり

問11 今の勤め先に最初に
雇用されたのはいつですか
（勤続期間）

ア １年未満

イ １年以上

か月前

年前（月単位は切り捨て）

雇われている人に 現在の仕事についてお聞きします

ク 分からない

問３ 勤め先での従業上の地位は 次のどれですか

ア 常雇 イ 臨時雇 ウ 日雇

ア 雇い入れ通知書・契約書
などの書面で

＜問７へ＞

問10 今の勤め先には どういった
経緯で雇われましたか

イ 書面等はなく口頭で
説明を受けた

＜問７へ＞

ウ 特別な説明は
なかった

＜問10へ＞

エ 分からない
＜問10へ＞

問７ 勤め先に雇用される際に 雇用の期間について

ウ 分からない＜問10へ＞

問５ 勤め先の業種はどれですか（業種の内容は別表参照）

ア 農林漁業

イ 建設業

ウ 製造業

エ 情報通信業

オ 運輸業

カ 卸売・小売業

キ 飲食店、宿泊業

ク 金融・保険業

ケ 不動産業

コ 医療、福祉

サ 教育、学習支援業

シ サービス業（前記ア～サ以外）

ス 公務

セ その他
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問６ 今の仕事について 勤め先に雇用される際に どうやって契約を結びましたか

ア １か月未満

イ 期間の定めあり
＜問９へ＞

問４ 勤め先での呼称は 次のどれですか

ア 正規の職員・従業員

イ パート

ウ アルバイト

エ 労働者派遣事業所の派遣社員

オ 契約社員

カ 嘱託

ア 期間の定めなし
＜問８へ＞

ア 定年まで雇用

イ 明確な雇用契約期間を
定めずに雇用されている

イ １か月以上３か月未満

ウ ３か月以上６か月未満

エ ６か月以上１年以下

オ １年超２年以下

カ ２年超３年以下

（平成20年●月×日現在） 歳問１，２ 年齢・性別

アンケート様式B（案）

キ その他（具体的に）

問８ 期間に定めのないというのは
次のどれですか

問９ 雇用契約期間の定めは
次のどれですか
（１回の契約期間をいい
勤続期間とは異なります）

キ ３年超５年以下

ウ その他（具体的に）

ア 男性 イ 女性

質問終わり

問11 今の勤め先に最初に
雇用されたのはいつですか
（勤続期間）

ア １年未満

イ １年以上

か月前

年前（月単位は切り捨て）

雇われている人に 現在の仕事についてお聞きします

ク 分からない

問３ 勤め先での従業上の地位は 次のどれですか

ア 常雇 イ 臨時雇 ウ 日雇

ア 雇い入れ通知書・契約書
などの書面で

＜問７へ＞

問10 今の勤め先には どういった
経緯で雇われましたか

イ 書面等はなく口頭で
説明を受けた

＜問７へ＞

ウ 特別な説明は
なかった

＜問10へ＞

エ 分からない
＜問10へ＞

問７ 勤め先に雇用される際に 雇用の期間について

ウ その他
＜問10へ＞

エ 分からない
＜問10へ＞

問５ 勤め先の業種はどれですか（業種の内容は別表参照）

ア 農林漁業

イ 建設業

ウ 製造業

エ 情報通信業

オ 運輸業

カ 卸売・小売業

キ 飲食店、宿泊業

ク 金融・保険業

ケ 不動産業

コ 医療、福祉

サ 教育、学習支援業

シ サービス業（前記ア～サ以外）

ス 公務

セ その他
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労働力調査における産業分類の改定について 

 

○ 労働力調査における産業分類 

・ 労働力調査では，就業者が月末１週間に実際にした仕事の「勤め先・業主の事業

の種類」について，産業別に分類した結果を公表 

・ 「建設業」，「製造業」，「卸売・小売業」などの大分類で各種公表資料を作成・

公表するほか，より細かい分類（中分類）の結果表を作成・公表 

・ 現職の産業については基礎調査票「10 勤め先・業主などの経営組織・名称及び

事業の種類」に基づき，前職の産業については特定調査票「D3 前にしていた仕

事の事業の種類」に基づき分類 

・ 分類の基準は「日本標準産業分類」に基づく 

 

○ 労働力調査における産業分類の改定 

・ 「日本標準産業分類」が平成 19 年 11 月に改定（第 12 回改定） 

・ 労働力調査では平成 21 年１月分結果※（21 年２月 27 日公表）より，新産業分類

に基づく結果を正式系列として公表する 

・ 新産業分類による遡及結果も公表する 

平成 20 年１月分～12 月分・・平成 21 年２月下旬までに公表（中分類結果表） 

平成 19 年１月分～12 月分・・平成 21 年５月末までに公表（中分類結果表） 

・ 現行の産業分類による結果表（基本集計）については，平成 21 年 12 月分まで継

続して作成。公表は毎月，新産業分類結果表の公表から３週間以内に行う 

資 料 ４ 



新 旧

【第12回改定】 【第11回改定】

（平成21年１月～） （平成15年１月～平成20年12月）

Ａ　農業，林業 Ａ，Ｂ　農林業

Ｂ　漁業 Ｃ　漁業

Ｃ　鉱業，採石業，砂利採取業 Ｄ　鉱業

Ｄ　建設業 Ｅ　建設業

Ｅ　製造業 Ｆ　製造業

Ｆ　電気・ガス・熱供給・水道業 Ｇ　電気・ガス・熱供給・水道業

Ｇ　情報通信業 Ｈ　情報通信業

Ｈ　運輸業，郵便業 Ｉ　運輸業

Ｉ　卸売業，小売業 Ｊ　卸売・小売業

Ｊ　金融業，保険業 Ｋ　金融・保険業

Ｋ　不動産業，物品賃貸業 Ｌ　不動産業

Ｌ　学術研究，専門・技術サービス
　　業

Ｍ　宿泊業，飲食サービス業 Ｍ　飲食店，宿泊業

Ｎ　生活関連サービス業，娯楽業

Ｏ　教育，学習支援業 Ｏ　教育，学習支援業

Ｐ　医療，福祉 Ｎ　医療，福祉

Ｑ　複合サービス事業 Ｐ　複合サービス事業

Ｒ　サービス業
　　（他に分類されないもの）

Ｑ　サービス業
　　（他に分類されないもの）

Ｓ　公務
　　（他に分類されるものを除く）

Ｒ　公務
　　（他に分類されないもの）

新旧産業分類間の移動
（注）

（注）産業間の移動については主なものだけを記載。
　　　なお，( )内は分類変更に伴い移動するとみられる就業者数（平成20年１月分について試算）。

労働力調査における産業分類（大分類）新旧対応図

（日本標準産業分類第12回改定による）

郵便業(信書便
事業を含む)

持ち帰り・配達
飲食ｻｰﾋﾞｽ業

物品賃貸業

（約22万人）

（約39万人）

（約25万人）

（約16万人）

（約78万人）

（約108万人）

（約40万人）

学術・開発
研究機関

専門ｻｰﾋﾞｽ業

広告業

技術ｻｰﾋﾞｽ業

（約21万人）

（約83万人）

洗濯・理容・
美容・浴場業

娯楽業

その他の生活
関連ｻｰﾋﾞｽ業

（約73万人）
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雇用失業統計研究会（労働力調査結果利活用分科会）要旨 
 

１．日  時 ： 平成 20 年１１月７日（金） 14：00～16：10 

２．場  所 ： 総務省統計局 

３．出席者 ： 小杉 礼子・労働政策研究・研修機構統括研究員 

斎藤 太郎・㈱ニッセイ基礎研究所主任研究員 

永濱 利廣・㈱第一生命経済研究所主席エコノミスト 

福永 一郎・日本銀行調査統計局企画役補佐 

統 計 局 ：川崎局長，加藤室長，佐藤補佐(解析)，野原補佐(企画），中島専門官 ほか 

４．議  題 ： (1)労働力調査速報資料について 

            (2)雇用動向の把握・分析について 

            (3)その他 

５．要  旨 

(1) 労働力調査速報資料について 

速報資料の改定案，集計拡充案について紹介。主な意見等は次のとおり。 

＜速報資料の内容＞ 

○15～64 歳の再掲はインパクトがある。提供情報の付加であるが，生産年齢人口などの注記がない

と理解されない可能性もある。また，64 歳の区切りが将来，陳腐化するおそれもある。 

○掲載表の時系列の期間は，スペースを勘案した場合，現行（第２表では11年分と13か月分）程度

で止むを得ない。分析の際はインターネットから長期データをダウンロードして利用している。 

○15～64 歳系列，産業別系列の季節調整値や，ウェブ上の長期時系列の充実を。季調計算には

長い年次データが必要となるが，長期にわたる詳細な時系列は入手しにくい。 

   ←長期系列については，Ｅ-ＳｔａｔのＤＢの拡充を行っているところ。また，季節調整については，

単に計算というのではなく，季節性の有無による妥当性を審査した上でと考えているところ。 

○就業者数などは，対前年差を中心に表章しているが，前年比（率）の表章も検討を。 

＜集計の拡充＞ 

○詳細集計に５歳階級がないため，基本集計との関連分析，特に 55～64 歳の分析に支障がある。 

←特定調査票(詳細集計)の標本数の関係であるが，５５～６４歳の特掲が可能か検討してみる。 

＜産業分類の改訂＞ 

○分類が変わる度に時系列利用が困難になるが，今回の変更も複雑である。新分類での遡及系列

は利用価値が高いので，可能な限り遡って公表してほしい。 

   ←19年と20年分は調査票レベルでの組替集計を行い，14～18年分は簡易な方法を検討する。 

 (2) 雇用動向の把握・分析について 

今後の公表に向けて，少子高齢化，団塊世代，非正規雇用など分析上の着目点として検討してい

ることについて紹介。ＩＬＯ国際統計専門家会議の決議草案の概要も紹介。主な意見は次のとおり。 

＜潜在失業＞ 

○女性の就業に関連して，潜在的失業の公表を検討してはどうか。 

○金融危機後の米国で，退職した高齢者が再び労働市場に出てきた例もある。求職理由のうち，新

規参入の細分化（収入不足と逆資産効果の区別など）を検討してはどうか。 

＜非正規雇用＞ 

○常雇，臨時雇，日雇の用語は誤解されやすい。むしろ「呼称」の方が使いやすいのではないか。 

  ←客観的な指標としての雇用契約期間の長さにすることも含めて検討してみたい。 

○最近は同じ企業内で非正規から正規化することが多い。この実態の調査や把握ができないか。 

 (3) その他 

ユーザーとしての全般的な意見・要望として，主なものは次のとおり。 

○ＷＬＢ（ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ）と労調について……ＷＬＢ関連項目は，他の調査で得られるのであれ

ば，労調に無理に入れる必要はない。労調は雇用失業情勢にスポットを当てたものでよい。 

○収入について……毎勤結果との比較分析の観点から，労調で給与を調査できないか検討を。 

○教育について……労調の教育を細分化してはどうか（結果は年平均で可）。平成 19 年就調結果

では，短大と専門学校の別，大学と大学院の別が大変有効だった。 

○生産性について……生産性把握の観点から，労働時間のほか労働の強度，繁忙度を知りたい。 

○地域別結果について……マクロ分析では必ずしも必要でないが，地方ではよく使われており，ま

た，部門によって需要が違っている。就調の公表後，都道府県からニート数の照会が多数あ

るが，ニート対策は県の重要課題の一つになっている。 

参 考
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雇用失業統計研究会（就業構造基本調査結果利活用分科会）要旨 
 

１ 日  時  平成 20 年９月 19 日（金） 14：00～16：00 

２ 場  所  総務省第２庁舎 ３階 第１会議室 

３ 出席者   神田 玲子 (財)総合研究開発機構研究調査部部長 

鈴木 不二一 (財)連合総合生活開発研究所副所長 

永井 暁子 日本女子大学人間社会学部准教授 

原 ひろみ (独)労働政策研究・研修機構研究員 

 （阿部 正浩 独協大学教授は当日欠席） 

統計局：(労働力人口統計室) 加藤室長，野原補佐，佐藤補佐 ほか 

４ 議  題  (1) 平成 19 年就業構造基本調査結果について 

(2) 平成 19 年就業構造基本調査結果の追加分析・集計について 

(3) 就業構造基本調査データの新たな活用について 

(4) その他 

５ 議事要旨 

(1) 平成 19 年就業構造基本調査結果について（調査の概要，結果の要約の説明） 

(2) 平成 19 年就業構造基本調査結果の追加分析・集計について 

○ 公表結果から，なお分析が重要と見られる事項の分析例を紹介。主な意見は次のとおり。 

  ＜就業構造＞ 

・有業率や無業者について，年齢別，コーホートで分析した例は，この５年間の変化要因が見え

る，いい視点の分析である。無業者の増加率が 30 歳代後半～40 歳代前半で高い背景を，非

職業希望理由，世帯類型，前職の有無，地域等とも絡めて分析してはどうか。 

・時系列的にみたダイナミズムの観点で分析することにより，安定雇用，職業訓練，自己啓発，起

業，あるいは，自営・家従などの問題対応への一端が窺われるのではないか。 

・県内地域ブロック別集計の例は，県内を細分化して分析することが可能となり，有用ではない

か。 

＜労働時間＞ 

・ワークライフバランスの観点から労働時間の国際比較は重要。世帯調査のメリットを生かし，夫

婦間で家事・労働時間をどう分配しているかについての分析も有用だろう。 

・労働時間と所得の関係などから，労働の質に観点を置いた分析をしてはどうか。 

     ＜新規項目（起業，訓練・自己啓発）＞ 

・新規項目のデータは非常に有用で，次回調査後の時系列比較に期待したい。 

・職業訓練・自己啓発を行ったことによる所得への効果等が測定できると有用ではないか。 

・OECD では研修機会が公平かの分析をしているので，各種属性別の集計･分析の検討を。 

・職業訓練について，先行研究との違いがあるようなので，更なる分析をするのがよいのでは。 

(3) 就業構造基本調査データの新たな活用について 

○  出産力の問題が提起されていることを踏まえ，人口統計以外の統計からの分析の試みとして，

夫婦の就業状況等と第１子の出生に関する分析結果を紹介。主な意見は次のとおり。 

・女性が子供を持つことで，就業面でどの程度のリスクが生じるか。収入が少ない，職業訓練・自

己啓発の機会が減少するなど想定されるが，こうした分析ができれば有用だろう。 

・一般的に，女性は無業時に，資格取得や教育レベル向上などを経て，再び就業するパターン

が多くみられる。同様に男性についてのパターン分析も興味深い。 

・初職，１年前の就業状態，現職について調査しているので，キャリアパスの分析が可能。 

(4) その他 

○  資料に基づき，ＩＬＯ国際統計専門家会議の決議草案の概要について紹介。 

○ 各議題とも追加意見を連絡いただくこととした。 




